退職年金規程

第１章　総則
（目　的）

第１条　この規程は、就業規則第○条の定めるところにより、社員の退職金（確定拠出年金）に関する事項を定めたものである。

　２．　この規程に定めのない事項については、株式会社○○○○企業型年金規約（以下「規約」という）および確定拠出年金法に定めるところによる。

（差別的取り扱いの禁止）

第２条　会社は、この制度が適用される社員のうち、特定の者について拠出額等、不当に差別的な取り扱いをしない。

第２章　加入

（加入者の範囲）

第３条　この規程は、次の者を除く厚生年金の被保険者である社員に適用する。

　　　　① 役員（兼務役員を除く）

　　　　② 嘱託

　　　　③ 臨時雇用者

　　　　④ 制度加入時において満50歳以上の者

　　　　⑤ 勤続３年未満の者

　２．　前項の１号、４号に該当する者については、他に規定する退職金制度を適用する。

（加入手続き）

第４条　加入を希望する社員は、会社に加入届を提出しなければならない。

（加入期間）

第５条　加入期間は、加入した日の属する月から、退職、または死亡の日の前日の属する月までとする。

　２．　拠出の中断期間は加入期間に通算しない。

（運用指図者）

第６条　加入資格を失った者であっても、規約に定める要件に該当する者は、運用指図者として、加入者に準じて個人別管理資産について運用の指図をすることができる。

第３章　拠出

（掛金の拠出）

第７条　加入期間の各月の掛金は、会社が全額負担することとし、毎月、資産管理機関に納付する。

　２．　通常の掛金月額は、各加入者につき基準給与（基本給と役職手当の合計）の○％相当額とする。ただし、法定の制限額を上限とする。

（拠出の中断・復活）

第８条　加入者が、１ヵ月以上、就業規則第○条○号により休職し、産前産後休暇または育児・介護休業を取得したときは、拠出金の積立をその翌月から中断する。

　２．　前項の拠出の中断事由が消滅したときは、その翌月から拠出を復活する。

（個人別管理資産）

第９条　第７条により資産管理機関に納付された各人の掛金およびその運用益は、他の加入者の掛金および運用益と区別するため「個人別管理資産」として管理される。

第４章　給付
第１節　通則

（給付の種類）

第10条　この規程による給付は、次のとおりとする。

　　　　① 老齢給付金

　　　　② 障害給付金

　　　　③ 死亡一時金

（受給権）

第11条　加入者は、前条に規定する給付のうち、同時に２つ以上の給付を受けることはできない。

（請　求）

第12条　加入者が給付を請求するときは、所定の用紙により会社に請求するものとする。

　２．　会社は、加入者から給付の請求を受けたときは、必要な範囲内で請求書を求めることができる。

（年金給付の支給期間）

第13条　給付のうち、年金として支給されるもの（以下「年金給付」という）の支給期間は、事由が生じた月の翌月から、年金給付の請求時に受給権者が選択した次のいずれかまでとする。

　　　　① ５年

　　　　② 10年

　　　　③ 15年

　　　　④ 20年

（年金給付の額）

第14条　年金給付の額（年額）は、給付事由発生時点の個人別管理資産の残高と請求時に受給権者が選択した期間を基に規約に定める方法で計算した額とする。

　２．　毎月の年金給付の額は、前項の金額を12等分した額とする。

（給付の時期）

第15条　年金給付は、毎年３月、６月、９月および12月の各○日（金融機関の休業日に当たるときは、その直前の営業日）に、それぞれその前月分までの額を支給する。

第２節　老齢給付金

（老齢給付金）

第16条　老齢給付金は、加入者であった者（個人別管理資産がある者に限る）であって、通算加入者等期間（確定拠出年金法第33条２項に定める期間）ごとに次の表に定める年数以上を有する者が、それぞれの年齢に達したとき、その者の請求により支給する。

	　10年
	60歳

	　８年
	61歳

	　６年
	62歳

	　４年
	63歳

	　２年
	64歳

	　１月
	65歳


　２．　加入者であった者（個人別管理資産がある者に限る）は、前項の年齢から満70歳に達するまでの間に老齢給付金を請求しなければならない。

（老齢給付金の額）

第17条　老齢給付金の額は、個人別管理資産の総額（掛金とその運用益）とする。

（支給の方法）

第18条　老齢給付金は、年金として支給する。ただし、本人が希望した場合は、全部または一部を一時金として支給することができる。

（失　権）

第19条　老齢給付金の受給権は、次のいずれかに該当したときに消滅する。

　　　　① 受給権者が死亡したとき

　　　　② 障害給付金の受給権者となったとき

　　　　③ 個人別管理資産がなくなったとき

第３節　障害給付金

（障害給付金）

第20条　障害給付金は、加入者または加入者であった者（個人別管理資産がある者に限る）が、国民年金法第30条２項に規定する障害等級に該当する程度の障害の状態に至ったとき、その者の請求により支給する。

（障害給付金の額）

第21条　障害給付金の額は、個人別管理資産の総額（掛金とその運用益）とする。

（支給の方法）

第22条　障害給付金は、年金として支給する。ただし、本人が希望した場合は、全部または一部を一時金として支給することができる。

（失　権）

第23条　障害給付金の受給権は、次のいずれかに該当したときに消滅する。

　　　　① 受給権者が死亡したとき

　　　　② 個人別管理資産がなくなったとき

第４節　死亡一時金

（死亡一時金）

第24条　死亡一時金は、加入者または加入者であった者が死亡したとき、その者の遺族に支給する。

（受給権者）

第25条　遺族の範囲および支給順位については、労働基準法施行規則第42条から第45条に定める遺族補償の順位を準用する。

（死亡一時金の額）

第26条　死亡一時金の額は、加入者または加入者であった者の個人別管理資産の総額とする。ただし、他の給付を受けていた者が死亡したときには、個人別管理資産の総額から既に受けた給付を差し引いた金額を支給する。

第５章　制度の運営

（会社の責務）

第27条　会社は、加入者がその資格を取得したときに、運用の選定方法等に関する研修会の開催および資料の提供を行うものとし、その他少なくとも１年に１回以上の定期的な個人別管理資産の報告および資料の提供を行わなければならない。

（運用手数料の負担）

第28条　この規程を導入するに当たり、制度の運営管理および資産管理にかかる費用（消費税を含む）は、全て会社が負担する。

（運用方法の選定および提示）

第29条　加入者が選定することができる運用の方法は、規約に定める金融商品とする。

（運用の指図）

第30条　加入者は、この規程において積み立てられた「個人別管理資産」について、自己の選定した運用の方法ごとに配分する割合を定め、運用の指図を行う。

　２．　加入者は、現に運用の指図を行っている「個人別管理資産」について、運用の方法または割合の変更を指図することができる。ただし、変更の指図は、加入者となった日または直近の変更日から１ヵ月以内の規約に定める期間を経過した日以降に限り、行うことができる。

第６章　雑則

（届出義務）

第31条　この規程により給付を受ける者が、次のいずれかに該当したときは、すみやかに必要な書類を会社に提出しなければならない。

　　　　① 年金または一時金を請求するとき…年金（一時金）請求書

　　　　② 住所を変更したとき…住所変更届

　　　　③ 遺族が死亡一時金を受給するとき…死亡証明書

　２．　老齢給付金または障害給付金の受給権者は、毎年末に、現況届と所得税の申告書を会社に提出しなければならない。

（廃止による移換先）

第32条　この規程を廃止したときは、各加入者の個人別管理資産は、国民年金基金連合会に移換されるものとし、会社に返還されない。

（権利処分の禁止）

第33条　この規程における給付を受ける権利は、譲渡し、または担保に供することはできない。

付　則

　１．　従前の制度から本制度への移行、または本制度の実施に伴う過去勤務債務等は、会社が全額負担する。

　２．　この規程は、平成　年　月　日から実施する。
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